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研究成果の概要（和文）：生産年齢人口が減少している我が国では、経済成長率を高めていくために生産性の向
上が喫緊の課題となっている。しかし、物流業の生産性は相対的に低く、生産性等を向上させるための対策が必
要となっている。
そこで本研究では、トラック輸送と配送センター内のピッキング業務を対象に、生産性や収益性に影響する要因
について検討を行った。
そして、トラック事業者と荷主との連携の在り方や作業者の生産性を向上させるための要因について明らかにし
た。

研究成果の概要（英文）：In Japan, where the working-age population is decreasing, improvement of 
productivity is an urgent issue in order to raise the economic growth rate. However, the labor 
productivity of the logistics industry is a low level, and measures to improve the productivity are 
needed.
Therefore, in this study, we examined factors affecting productivity and profitability for truck 
transport and picking operations in the delivery center.
And we clarified the way of cooperation between the trucking company and the shipper company and the
 factor to improve the productivity of the workers.

研究分野： 物流、ロジスティクス
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
2017年7月28日に閣議決定された「総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）」において、物流の生産性向上に
向けた６つの視点からの取組が示されている。
本研究の成果は、これらのうち2つの視点（<繋がる>、<育てる>）に関係しており、生産性を向上させるための
事業者間の連携の在り方や人材の育成に関する知見を与えるものである。生産年齢人口の減少に伴う人手不足が
深刻化する現状において、生産性の向上は必要不可欠であり、我が国の経済活動を支える物流の生産性向上に資
するものである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（1）我が国の経済成長率が低迷している要因の一つとして、サービス業の生産性の低さが指摘
されている。特に、運輸・倉庫業の労働生産性は、米国の全産業の生産性の半分程度に留まっ
ており、付加価値を生むために過大な労働投入が必要となっている等の問題が指摘されている
（平成 27年版 労働経済白書，第２章３節を参照）。 
（2）さらにドライバー不足など物流における人手不足・人件費の高騰などによる物流コストの
増大が社会的な課題となっている。 
これらの解決のためには、生産性の向上によって、物流サービスの円滑な提供と賃金上昇と

を両立させる必要がある。しかし現状では、物流サービスの生産性を高めるための有効な対策
を講じることができていない。 
 
２．研究の目的 
物流サービスの生産性を高めるためには、まず、企業単位での生産性が決定される構造を明

らかにすることが必要である。そのため本研究では、「企業（経営）レベル」と「現場レベル」
それぞれのレベルでの生産性の決定要因を定量的に検討し、さらに両者を統合することで、物
流サービスの生産性の決定要因・構造を明らかにすることを目的とする（図 1）。 
 

 
図 1 物流サービスの生産性に関わる研究の現状と解決すべき課題 

 
３．研究の方法 
物流サービスの生産性の決定要因を、定量的データに基づいて統計的に分析する。企業レベ

ルの生産性については、帝国データバンク等から財務データを入手することによって生産性に
関するＫＰＩを分析するとともに、要因となる項目を明らかにするために物流事業者に対する
アンケート調査（一部ヒアリング調査も実施）によってデータを収集する。 
また、現場レベルの生産性については、複数の研究協力企業の物流センターにおける人時生

産性といったＫＰＩデータを入手するほか、要因となる項目を明らかにするために現場作業者
へのアンケート調査などによるデータを収集する。 
以上のデータを用いて、生産性と要因項目との関係を統計的に分析し、生産性に影響を与え

る要因を明らかにする。 
なお、企業レベルの対象として、昨今のドライバー不足を踏まえて輸送を担うトラック事業

者を対象に検討を行う。また、現場レベルの対象として、生産性の向上が求められている労働
集約型の業務であるピッキング業務を対象とする。 
 
４．研究成果 
（1）企業レベルの生産性に影響を与える決定要因 
企業レベルでの生産性・経営効率へ影響を及ぼす可能性のある物流サービスのオペレーショ

ン等領域は多様であり、すべてを網羅的に調査することはできない。そのため、ヒアリング調
査を実施し、調査対象領域・要素を絞り込んだ。そして、「戦略・市場」、「イノベーション・設
備投資」、「顧客」、「サービスの設計」、「物流システムの設計・改善」、「現場の運用管理と改善」、
「社内外との連携」、「人材の採用・育成・活用」の 8つの項目に関して帝国データバンクのデ



ータベースから抽出した 997 社に対してアンケート調査を実施し、241 社（24.2%）から回答を
得ることが出来た。 
この結果を踏まえて、帝国データバンクの企業財務データベース「COSMOS」から損益計算書、

原価明細のデータを取得できた 135 社を対象に、労働生産性及び経常利益率と、アンケート回
答との統計的な関連を分析した。 
その結果、「コスト・原価管理」や「提案営業」など、多くの企業が収益性改善のために取り

組んでいる事項が、労働生産性と負の関係にあること、また、労働生産性改善のために国が推
進している事項の一つである「荷主連携」について、労働生産性と正の関係にないことが明ら
かとなった（図 2）。 
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【顧客から物流データの提供を受けて提案営業】

■は平均値,縦線は±1σ(標準偏差)の範囲を示す。

 

図 2 Q4-10「顧客からの物流データの提供を受けて提案営業」 
 
以上のことから、荷主に対して弱い立場にあるトラック事業者の生産性を向上させるために

は、荷主との「連携のあり方」について研究を進める必要があることが分かり、当初の計画を
修正して荷主との連携に関するアンケート調査をさらに実施することとした。1,995 社に対し
てアンケート調査を実施し、489 社（24.5%）から回答を得ることが出来た。 
その結果、トラック事業者の生産性を向上させるために留意すべき「連携のあり方」として、

次のことが分かった。 
① 一般的に、荷主に対して弱い立場にあるトラック事業者にとって、連携の成果を相互に適

正に享受できるようにするためには、「経営戦略上の優位性」と「連携における優位性」
の 2つの優位性を持つことが有効であることが分かった（図 3）。 

② そして、「経営戦略上の優位性」を確保するための取り組みとして、「専門知識・能力のあ
る社員を中途で採用」や「改善活動は経営幹部も参加し全社で推進」などが有効であるこ
とが分かった（図 4）。 

③ また、「連携における優位性」を確保するための取り組みとして、「荷主を巻き込んで改善
を実施」することが有効であることが分かったほか、「荷主側の組織・体制・意識が不十
分」といった課題があることも明らかとなった。 

 

 
図 3 競合他社及び荷主に対する優位性 
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図 4 Q31「専門知識・能力のある社員を中途で採用」 

 
（2）現場レベルの生産性に影響を与える決定要因 
現場レベルの生産性に影響を及ぼす決定要因を絞るために、2015 年度に本研究メンバーの自

主的な研究として実施していた調査をもとに試行的な分析を行い、企業に対するヒアリング調
査から作業者に対するアンケート項目を絞り込んだ。そして、ピッキング作業を「歩行・運搬」、
「探す」、「取る」、「整理・梱包」、「その他」に分解し、それぞれの要素作業に対して、「環境」、
「知識」、「技術・方法」、「意識」に関して質問項目を定め、77項目からなるアンケート調査票
を完成させた（表 1）。 
 

表 1 質問項目の洗い出しのための枠組みと質問例（一部抜粋） 

 
 
そして、ピッキング作業に関する生産性に関わる KPI データとアンケート調査結果との分析

から、人時生産性に影響を与える作業者の意識や行動特性について統計的な関連を分析した。 
その結果、作業を見通せる知識・想像力、作業スピードや判断を早くしようとする意識、お

よびやりにくい作業は解決しようとする姿勢などが、生産性に影響していることが明らかとな
った（図 5）。 
 



 
図 5  Q40：手や判断の速度は速いか 

 
また、管理方法が現場レベルの生産性に与える影響を調査するために、同種の商品を取り扱

う複数拠点を有する物流企業の選定作業を実施した。そして、3 社 7 箇所の物流拠点を対象と
した調査から、作業者の意識および行動特性と生産性との関係性について、拠点間の傾向の差
異を明らかにすることができた。 
具体的には、某社社内拠点間の比較から商品ロケーション等の知識、現場表示、早く歩くと

いった意識等の 9つの設問で各拠点共通の傾向が見られた。一方、3社 7拠点間の比較からは、
生産性との関係性が有意である共通な設問は見られなかった。これにより、物流拠点における
外部環境及び内部環境の相違が生産性に大きな影響を与えていることが確認できた。 
また、アンケート結果に基づくクラスター分析による物流拠点の分類から、分類毎に生産性

を向上させるための改善内容が異なることが分かった。例えば、業務に関する知識が生産性と
正の相関を有する拠点においては、業務の標準化やマニュアル化を推進することが有効である
ことが分かった。 
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